
1

１．これまでの大学等における産学官連携機
 能の強化に向けた施策の経緯

２．大学等における産学官連携の機能強化に
 関する課題

３．機能強化に向けての取組事例
 ・複数機関が連携した取組

 ・金融機関と連携した取組



○ 国際・大学知財本部コンソーシアム（UCIP）

 
【山梨大学・新潟大学】

 ○ 東海イノベーションネットワーク（東海ｉＮＥＴ）

 
【静岡大学・豊橋技術科学大学】

 ○ ひょうご神戸産学学官アライアンス

 
【神戸大学】

 ○ 府大・市大産学官連携協働オフィス

 
【大阪府立大学・大阪市立大学】

 ○ 地域連携研究コンソーシアム大分

 
【大分大学・大分工業高等専門学校・

 大分県立芸術文化短期大学・

 大分県立看護科学大学・

 別府大学・日本文理大学・

 立命館アジア太平洋大学】

 ○ 首都圏北部４大学連合（４ｕ）

 
【群馬大学・茨城大学・宇都宮大学・埼玉大学】

 ○ ナノテクものづくり関連の特許ポートフォリオ形

 
【名古屋大学・名古屋工業大学・

 産業技術総合研究所】

○ 金融機関との連携 「リエゾン－Ｉ」

 
【岩手大学・岩手銀行他】

 ○ 産学金連携横町

 
【山形大学・米沢信用金庫他】

 ○ 客員社会連携コーディネータ制度

 
【山梨大学・山梨中央銀行他】

 ○ 協定に基づく行員出向制度

 
【立命館大学・びわこ銀行・りそな銀行】

 ○ 協定に基づく行員の常駐制度

 
【大阪府立大学・大阪信用金庫】

金融機関と連携した取組金融機関と連携した取組

３．機能強化に向けての取組事例

複数機関が連携した取組複数機関が連携した取組
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国際・大学知財本部コンソーシアム（ＵＣＩＰ）【山梨大学・新潟大学】

国際的な産学官連携の推進において、共通する課題や有益情報を共有化すると共に、各大学の十分でない機能を相互に補完す

 
ることができる大学間ネットワークとして、「国際・大学知財本部コンソーシアム」（UCIP：University Consortium International 
Intellectual Property Coordination）を設立

 

。

単一大学では得難い有益情報の
共有化＆情報発信

国際知財人材の共同養成

知財・法務関連事務の共有化

海外拠点との連携＆相互活用

２

１

４

３

各大学にて知財管理や技術移転の基盤

 活動を実施しながら、国際法務におけるノ

 ウハウの共有、シーズの見せ方(ショー

 ケース開催）、人材育成に係る部分を取り

 出し、その取り出した部分をＵＣＩＰで担い、

 ノウハウの共有化を図っている。

企画連絡調整部門 法務調査研究部門 人材養成支援部門 国際活動支援部門 情報収集発信部門

理事長

監事

副理事長

理事

事務局

常務理事

運営委員会

正会員 賛助会員

山梨大学 新潟大学 静岡大学
芝浦工業

大学
電気通信

大学
信州大学

TLO
参加者（個人ベース）

外為NET会員

利用登録会員

公的機関

協力会員

国内大学 海外大学地方自治体

正会員 賛助会員

山梨大学 新潟大学 静岡大学
芝浦工業

大学
電気通信

大学
信州大学

TLO
参加者（個人ベース）

外為NET会員

利用登録会員

公的機関

協力会員

国内大学 海外大学地方自治体

組織構成会員

有識者

事務長

3



地域連携・大学間連携

オープンイノベーションオープンイノベーション
・知財情報の共有による産学官連携推進
地域イノベーション地域イノベーション
・地域一体のプロジェクト推進による産学官連携推進

東海イノベーションネットワーク（東海iNET）【静岡大学・豊橋技術科学大学】

東海i NETは、静岡県から愛知県東部に至る地域の産業発展・イノベーション創出のためにバリューチェーンを構築し、地域の参加

 研究機関が保有する知的財産の産学官連携による活用を支援。

★

 

大学・試験研究機関・自治体による産学官連携の場の形成
★

 

知財担当者の交流による大学・自治体の人材育成
★

 

拠点校を中心として近隣の大学等の産学連携活動を支援
★

 

知財人材雇用のための連携
★

 

地域の異分野を融合する連携事業の構築

東海イノベーションネットワークの役割

基幹校

 

静岡大学、豊橋技術科学大学
連携校

 

地域の14機関

東海i NETにより、知財基盤整備が不十分な

 研究機関へのサポート、大学間の情報共有化、

 自治体・地域企業との連携、地域クラスター間

 の連携を円滑に進めることが可能となるととも

 に、連携機関同士の人材交流により若手人材

 の育成を推進
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■目的
・地域イノベーションによる地域経済の活性化、安全・安心な社会の

実現

■手段
・県下の大学の産学官連携活動の強化に向けて、地域学学連携

(アライアンス)を形成

■役割
・相互利用・交流による、産学官連携の効率的推進

・相談窓口提供などによる、関与する大学や教員の増加など産学
官連携の視野拡大

・異分野融合・大学間連携型共同プロジェクトの企画推進による
産学官連携のピーク伸張

地域学学連携アライアンスをコアに、ひょうご神戸エリアの関

 
連組織を含めた協力関係によって、地域イノベーションのための

 
異分野・学際融合型産学官連携を推進する。

ひょうご神戸産学学官アライアンス【神戸大学】

加盟大学・高専

・明石工業高等専門学校
・関西学院大学
・甲南大学
・神戸学院大学
・神戸芸術工科大学

 

・神戸松蔭女子学院大学
・神戸女子大学
・神戸情報大学院大学

 

・神戸市立工業高等専門学校
・国立大学法人神戸大学
・神戸常盤大学
・神戸山手大学

 

・産業技術短期大学
・兵庫医科大学
・兵庫医療大学
・国立大学法人兵庫教育大学

 

・兵庫県立大学
・国立大学法人福井大学
・武庫川女子大学

アライアンスの活動内容アライアンスの活動内容

※ 平成22年4月1日現在

・産学連携を推進する大学・高専内で、ノウハウ･経験を相互利用

→各機関のレベルアップを図り、効率よく産学官連携を推進

・単独の大学・高専では困難な、組織・分野を超えた研究開発を共同で実施

・国際産学連携基盤を共同で確立

・産学官連携人材を共同で育成

・産学官連携窓口の一本化により地域・企業からの相談に総合的に対応

→共同研究相手方の発見や技術相談が容易に

・共同で産学官連携イベントを開催し、大学・高専の最新技術シーズ等を提供

・アライアンス内の大学・高専と自治体･企業等による産学官プロジェクトを企画･推進

→異分野融合･大学間連携で地域イノベーションへ貢献

共同産学官プロジェクト企画・推進

地域・企業向けの産学官連携支援

大学向けの産学官連携支援

産学官産学官
プロジェクトプロジェクト

産学官連携窓口産学官連携窓口
共同イベント共同イベント

地域企業地域企業
ベンチャー企業ベンチャー企業

商工団体商工団体

金融機関金融機関

兵庫県兵庫県

神戸市神戸市 などなど

地域イノベーション地域イノベーションによる地域経済活性化による地域経済活性化

神戸大学（事務局）神戸大学（事務局）

地域貢献の展望

高高 専専大大 学学

大大 学学 大大 学学

学学・・学学 官官

産産

相互活用相互活用
交流交流

ひょうご神戸産学学官アライアンスひょうご神戸産学学官アライアンス

産学官産学官
プロジェクトプロジェクト

産学官連携窓口産学官連携窓口
共同イベント共同イベント

地域企業地域企業
ベンチャー企業ベンチャー企業

商工団体商工団体

金融機関金融機関

兵庫県兵庫県

神戸市神戸市 などなど

地域イノベーション地域イノベーションによる地域経済活性化による地域経済活性化

神戸大学（事務局）神戸大学（事務局）

地域貢献の展望

高高 専専大大 学学

大大 学学 大大 学学

学学・・学学 官官

産産

相互活用相互活用
交流交流

産学官産学官
プロジェクトプロジェクト

産学官連携窓口産学官連携窓口
共同イベント共同イベント

地域企業地域企業
ベンチャー企業ベンチャー企業

商工団体商工団体

金融機関金融機関

兵庫県兵庫県

神戸市神戸市 などなど

地域イノベーション地域イノベーションによる地域経済活性化による地域経済活性化

神戸大学（事務局）神戸大学（事務局）

地域貢献の展望

高高 専専大大 学学

大大 学学 大大 学学

学学・・学学 官官

産産

相互活用相互活用
交流交流

ひょうご神戸産学学官アライアンスひょうご神戸産学学官アライアンス

支
援
機
関
（産
・官
）

加
盟
大
学
・高
専

支
援
機
関
（産
・官
）

加
盟
大
学
・高
専
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府大・市大産学官連携共同オフィス【大阪府立大学・大阪市立大学】

○ 単独では研究の実施が困難なケースや、両大学で取り組ん

 
だほうがより大きな成果が期待できる研究テーマへの支援を行

 
い、その研究成果を地域社会へ還元。

○ 地方自治体、経済団体、金融機関等との連携を進めて、新

 
産業の創出ならびに地域産業の活性化に貢献。

・ホームドクター制度

関西圏域の中小企業が、両公立大学に対して、

 

あたかも

 
ホームドクター（かかりつけ病院）を訪れるかのように気軽に相

 
談できるシステム。

技術相談にコーディネー
タが、優先的に対応し、内
容に応じた最適な教員の
紹介を行う。

○ 将来的には両大学の産学官連携機能を集約した統合組織

 
化を志向し、大阪圏域における大学の産学官連携活動を牽引

 
する中心的拠点になることを目指す。

大阪府立大学、大阪市立大学が２００７年４月に包括連携

 協定をもとに共同研究などの連携を強化し、より広範で実質

 的な地域貢献・社会貢献を図るために「府大・市大地域産学

 官連携コンソーシアム」を形成し、組織を融合して活動

 

。具

 体的に推進する拠点として「府大・市大産学官連携共同オ

 フィス」を、２００８年７月に設立。

将来的には両大学の産学官連携機能を集

 約した統合組織化を視野に入れる

2009.9 産学官連携フェア
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地域連携研究コンソーシアム大分

【地域連携研究コンソーシアム大分】
「地域連携研究コンソーシアム大分」は、県内の高等教育研究機関のネットワークの中核となり、組織の枠を超えて

共働する仕組みを構築することを推進し、様々な地域の課題の解決をサポートする組織です。

 「地域連携研究コンソーシアム大分」は、教育研究機関の枠を超え、適任の研究者を選抜し、さらに、各教育研究機

関に所属するコーディネーターを配置し、課題解決に向けた共同研究の立ち上げ、地域課題の把握から共同研究を

通じての課題の解決まで、トータルサポートします。

大分大学・大分工業高等専門学校・大分県立芸術文化短期大学・
大分県立看護科学大学・別府大学・日本文理大学・立命館アジア太平洋大学【 】

コンソーシアム大分が目指す役割コンソーシアム大分が目指す役割

地 域 社 会 と の 連 携 地 域 産 業 の 活 性 化

技 術 相 談 研 究 成 果 の 還 元

地元企業などから寄せられた課題解決に向け、各課題毎に運営協議会か

 
ら選抜された研究者らが解決チームを結成。
多様な分野の研究者が連携し、幅広い分野から課題の解決に取り組んで

 
いる。

地域産業の活性化・研究成果の還元地域産業の活性化・研究成果の還元

研究成果の活用による地域課題の解決に向け、地域の企業に各機関の研

 
究成果を広く知ってもらうため、下記の活動を展開している。

○コンソーシアム構成機関の合同シーズ集を作成し地域企業へ配付
○自治体や経済団体と連携して、合同研究成果発表会を開催
○ホームページを立ち上げ、コンソーシアムの活動を広く配信

地地

 

域域

 

社社

 

会会

 

とと

 

のの

 

連連

 

携携

技 術 者 の 地 域 定 着 Ｍ Ｏ Ｔ 講 座

若 手 研 究 者 の 養 成 高 度 技 術 者 の 養 成
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首都圏北部４大学連合（４u：フォーユー）【群馬大学・茨城大学・宇都宮大学・埼玉大学】

１．４大学連携による、積極的な新技術の移転お

 
よび共同研究促進で首都圏北部地域に産業の

 
活性化の高揚ができる。大学が先導役になり、広

 
域の産学官連携組織をリードする。

 

また、地域

 
ブランドの創成を目指すと共にグローバル戦略を

 
目指す。

2. ４大学の特色ある産学連携・知的財産活動に

 
より、相乗効果を生み出し、スケールメリットと総

 
合力を発揮させことができる。また、４大学の研

 
究シーズ集等の整備またキャラバン隊編成によ

 
る新技術説明会などで、県域を越えた技術移転

 
が促進され、同時に近隣の公私立大学にも活動

 
が波及させられる。

3. 各大学が主体的に実施している産学連携の

 
仕組みや活動内容を他大学に波及させられる可

 
能性がある。

見込まれる成果や目標

首都圏北部４大学連合（４ｕ：フォーユー）組織図

首都圏北部における

 
産学官の広域協働

 
体制の整備

首都圏北部における

 
産業の高度化支援

 
の充実

首都圏北部における

 
大学の研究活動

 
の深化

首都圏北部４大学（茨城、宇都宮、群馬、埼玉）は大学院連携協議会を組織し、研究･教育

 
分野で４大学連携の実績を積んでいる。

産学連携に関しても各大学の特色を生かしながら、協調して互いに補完して４大学の相乗

 
効果を発揮させ、これにより共通の工学部に加え、医学・農学・理学・国際学部等の幅広い分

 
野に対応が可能な体制を構築。

首都圏北部４大学連合運営協議会
主査 ： 和泉孝志 （群馬・理事）

副主査 ： 松田智明 （茨城・理事）
副主査 ： 馬場敬信 （宇都宮・理事）
副主査 ： 川橋正昭 （埼玉・理事）

４大学の産学連携 ・ 知的財産担当教員
（茨城）： 塩幡 ・ 池畑、 （宇都宮）： 石井 ・ 山村
（群馬）： 篠塚 ・ 伊藤、 （埼玉） ： 太田 ・ 小林

茨城大学 宇都宮大学 群馬大学 埼玉大学

企業・産業界・地域

公私立大学 公私立大学
前橋工科大
足利工業大

栃木県内
１３大学サテライト

４ｕ連携CD 文科省CD

（茨城） ： 園部 浩 角丸 肇
（宇都宮）： 近藤三雄 山下 信
（群馬） ： 前田秀雄 塚田光芳
（埼玉） ： 大久保俊彦 永井忠男

東海林義和

アドバイザ
文部科学省
関東経済産業局

有識者会議
・４県産業支援部門（課長）
・４県産業支援機関（理事長）
・ＪＳＴ茨城・新潟 （館長）
・中小機構 （産学連携課長）
・産業界 （社長）

４つの分科会

技術移転
主：群馬、副：茨城

地域ブランド創出
主：茨城、副：埼玉

知財人材の教育・啓発
主：宇都宮、副：群馬

研究シーズ創出
主：埼玉、副：宇都宮

４ｕ専任メンバｰ
事務局長： 伊藤正実 （群馬）
副 ： 山村正明 （宇都宮）

： 池畑 隆 （茨城）
： 太田公廣 （埼玉）
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ナノテクものづくりクラスター関連の特許ポートフォリオ形成

 
【名古屋大学・産業技術総合研究所

 

他】

産業技術総合研究所
中部センター

産学官連携コーディネーター １名
知財コーディネーター １名

名古屋工業大学
産学官連携センター

特許アナリスト １名
業務支援スタッフ １名

科学技術
交流財団地域産業

政策支援

シーズの
提供

形成手法支援

科学技術振興機構

技術評価
支援

特許の戦略的創出・
権利化

特許網の
戦略的強化

特許創出・
強化支援

ＪＳＴ・ＮＥＤＯ等の事業化
支援制度活用による共同
研究実施と早期事業化 中部ＴＬＯ 技術移転

（外国も含）

参加

特許ポート
フォリオ分析

特許
強化支援

名古屋大学
産学官連携推進本部

知財マネージャー １名
業務支援スタッフ １名

ナノ
加工

ナノ
加工

表面
分析

表面
分析 ＣＮＴＣＮＴ

特許ポートフォリオ形成と
パテントプール

パテントプール
形成(参加機関)

(参加大学・研究機関への展開)

知的クラスター知財担当者会議

イノベーションエコシステム構築

成果の展開

合同研究会

(特許ポートフォリオ基盤形成)

主催

本学と産総研の
連携協定に基づく

参加

補完研究

展開

活動を集約

産業技術総合研究所
中部センター

産学官連携コーディネーター １名
知財コーディネーター １名

名古屋工業大学
産学官連携センター

特許アナリスト １名
業務支援スタッフ １名

科学技術
交流財団地域産業

政策支援

シーズの
提供

形成手法支援

科学技術振興機構

技術評価
支援

特許の戦略的創出・
権利化

特許網の
戦略的強化

特許創出・
強化支援

ＪＳＴ・ＮＥＤＯ等の事業化
支援制度活用による共同
研究実施と早期事業化 中部ＴＬＯ 技術移転

（外国も含）

参加

特許ポート
フォリオ分析

特許
強化支援

名古屋大学
産学官連携推進本部

知財マネージャー １名
業務支援スタッフ １名

ナノ
加工

ナノ
加工

表面
分析

表面
分析 ＣＮＴＣＮＴ

特許ポートフォリオ形成と
パテントプール

ナノ
加工

ナノ
加工

ナノ
加工

ナノ
加工

表面
分析

表面
分析
表面
分析

表面
分析 ＣＮＴＣＮＴＣＮＴＣＮＴ

特許ポートフォリオ形成と
パテントプール

パテントプール
形成(参加機関)

(参加大学・研究機関への展開)

知的クラスター知財担当者会議

(参加大学・研究機関への展開)

知的クラスター知財担当者会議

イノベーションエコシステム構築

成果の展開

合同研究会

(特許ポートフォリオ基盤形成)

合同研究会

(特許ポートフォリオ基盤形成)

主催

本学と産総研の
連携協定に基づく

参加

補完研究

展開

活動を集約活動を集約

各大学・研究機関が保有する特許をパッケージ化することによって企業が知的クラスター創成事業で生まれた研

 究成果の事業化に専念できる環境を整備、同時に大学間の連携によって高度な知財マネジメントが一層可能にな

 ることを実証。

 

特許2764524号
特許2764575号
特許3199306号
特許2764575号
特許3062589号
特許3563214号
特許3897380号
特許3817595号
特許3362181号
特開2000-269194
特許3362181号
特開2000-012976
特許4087851号
特開2004-356587
特開2005-072345
特開2005-072347
特願2007-225325

特開2000-123996
特許4087851号
特開2004-354055
特開2005-147887
特開2005-149948
特開2005-147888
特開2005-285679
特開2007-042819
特開2007-311316
PCT JP07/060370

特許3390775号、特開2000-214504、特許3571245号、特許3393081号
特開2001-217494、特開2002-214654、特開2002-250679、特許3897988号
特許3936147号、特開2002-372691、特許3895160号、WO2002/071142
特許3946536号、特開2003-247895、特許3875127号、特許3532909号
US Pat.No.6925236、特願2005-210528、特願2005-259261、特願2005-280738
特願2005-284418、特願2005-284583、特願2005-286430、特願2005-286506
特開2008-002815、PCT JP2006/314305、PCT JP2006/317683、特願2006-260047
特願2006-260048、特願2007-055120、特願2008-006500

特許3841525号、特開2004-353066
特開2005-167217、特開2005-235868
WO2005/077869、特開2006-277977
特開2007-095536、特願2007-162456

特開2006-196210、,特開2006-196845
特開2006-202662、PCT JP05/01003
特開2006-302653、PCT JP06/300128
特開2007-264527、特開2007-323864
特開2008-010373、PCT JP07/056846
特願2007-255314、特願2007-255315
特願2008-019267、特願2008-042056

特許3062589号、特許3841525号
特開2004-289026、特開2004-356558
特開2004-214954

特許3062589号、特許3563214号
特開2004-228173、特開2004-228174
特許3973587号、特開2004-259684
特開2004-259685、特開2005-285949
特開2005-294516、特開2005-097113
US仮60/792946、特願2006-230437
特願2006-347710、US No.11/727392
特願2007-256032、PCT JP07/074481

特開2005-146363、特開2006-274322

ラジカルモニタ
リング

・制御技術

超小型
ﾗｼﾞｶﾙｾﾝｻｰ

ﾌｪﾑﾄ秒 ﾚｰｻﾞ光源

ﾗｼﾞｶﾙｿｰｽ ULSIｹﾞｰﾄ
high-k、 Siﾅﾉﾒﾓﾘ

ﾅﾉ加工 ULSI、 ｱｯｼﾝｸﾞ、層間絶縁膜

ｶｰﾎﾞﾝﾅﾉｳｫｰﾙ
ｶｰﾎﾞﾝﾅﾉﾁｭｰﾌﾞ

大気圧ﾌﾟﾗｽﾞﾏ

表面処理、高速加工

特開平10-081588

機能材料、成膜、
磁性体、超伝導

ﾏｲｸﾛｽﾊﾟｯﾀﾘﾝｸﾞ

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
ｼｽﾃﾑ

ｵﾝｻｲﾄ
多元素・多成分

計測ｼｽﾃﾑ

ﾊｰﾄﾞｺｰﾃｨﾝｸﾞ

表面分析、
生体・有機材料

基板温度計測

DNA､ﾀﾝﾊﾟｸ質、SAM

金型、工具

表面モニタリング

ラジカルモニタリング

和歌山大

B社
C社

市工研/A社

Ａ社/C社/Ｄ社/Ｅ社

Ａ社/Ｃ社/Ｅ社/Ｆ社

名城大/Ｅ社

Ｇ社

Ａ社/Ｃ社/Ｈ社

Ａ社

和歌山大

和歌山大

Ｇ社

Ｊ社

Ｊ社

Ｉ
社PCT JP04/016920、特開2006-278748

特開2006-302652、特開2007-266099

特許3962420号、特開2006-004911
特開2006-272491、特開2006-278586
特開2006-315881、特開2006-315882
特開2007-070158、PCT JP06/300981
PCT JP06/036078、PCT JP06/302915
特願2006-201927

特開2007-257900、特願2005-210528、
特願2005-280738、特願2005-286430、
特願2005-286506、特願2006-230437
WO2007/034681、 PCT JP06/321995、
特願2008-006500

特開2007-314845

特開2007-116995

パテントマップ：堀プロジェクト 堀G
（ナノアセンブリングシステム開発）

Ａ
社
・Ｅ
社
・Ｄ
社

ﾌｨｰﾙﾄﾞｴﾐｯｼｮﾝ、FC、ﾅﾉﾃﾞﾊﾞｲｽ
特開2004-352599、特願2003-303484
特願2004-262946、特願2004-273082
特開2006-222020、特開2006-222026
特開2007-073715、PCT JP05/017000、
PCT JP05/017920、特開2007-096135
特開2007-096136、特開2007-095579
特開2005-285524、特開2007-095604
特開2006-272491、特開2007-165193
PCT JP06/319368、特願2006-201927
特願2006-244057、特願2007-078038
特願2007-079399

特許2764524号
特許2764575号
特許3199306号
特許2764575号
特許3062589号
特許3563214号
特許3897380号
特許3817595号
特許3362181号
特開2000-269194
特許3362181号
特開2000-012976
特許4087851号
特開2004-356587
特開2005-072345
特開2005-072347
特願2007-225325

特開2000-123996
特許4087851号
特開2004-354055
特開2005-147887
特開2005-149948
特開2005-147888
特開2005-285679
特開2007-042819
特開2007-311316
PCT JP07/060370

特許3390775号、特開2000-214504、特許3571245号、特許3393081号
特開2001-217494、特開2002-214654、特開2002-250679、特許3897988号
特許3936147号、特開2002-372691、特許3895160号、WO2002/071142
特許3946536号、特開2003-247895、特許3875127号、特許3532909号
US Pat.No.6925236、特願2005-210528、特願2005-259261、特願2005-280738
特願2005-284418、特願2005-284583、特願2005-286430、特願2005-286506
特開2008-002815、PCT JP2006/314305、PCT JP2006/317683、特願2006-260047
特願2006-260048、特願2007-055120、特願2008-006500

特許3841525号、特開2004-353066
特開2005-167217、特開2005-235868
WO2005/077869、特開2006-277977
特開2007-095536、特願2007-162456

特開2006-196210、,特開2006-196845
特開2006-202662、PCT JP05/01003
特開2006-302653、PCT JP06/300128
特開2007-264527、特開2007-323864
特開2008-010373、PCT JP07/056846
特願2007-255314、特願2007-255315
特願2008-019267、特願2008-042056

特許3062589号、特許3841525号
特開2004-289026、特開2004-356558
特開2004-214954

特許3062589号、特許3563214号
特開2004-228173、特開2004-228174
特許3973587号、特開2004-259684
特開2004-259685、特開2005-285949
特開2005-294516、特開2005-097113
US仮60/792946、特願2006-230437
特願2006-347710、US No.11/727392
特願2007-256032、PCT JP07/074481

特開2005-146363、特開2006-274322

ラジカルモニタ
リング

・制御技術

超小型
ﾗｼﾞｶﾙｾﾝｻｰ

ﾌｪﾑﾄ秒 ﾚｰｻﾞ光源

ﾗｼﾞｶﾙｿｰｽ ULSIｹﾞｰﾄ
high-k、 Siﾅﾉﾒﾓﾘ

ﾅﾉ加工 ULSI、 ｱｯｼﾝｸﾞ、層間絶縁膜

ｶｰﾎﾞﾝﾅﾉｳｫｰﾙ
ｶｰﾎﾞﾝﾅﾉﾁｭｰﾌﾞ

大気圧ﾌﾟﾗｽﾞﾏ

表面処理、高速加工

特開平10-081588

機能材料、成膜、
磁性体、超伝導

ﾏｲｸﾛｽﾊﾟｯﾀﾘﾝｸﾞ

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
ｼｽﾃﾑ

ｵﾝｻｲﾄ
多元素・多成分

計測ｼｽﾃﾑ

ﾊｰﾄﾞｺｰﾃｨﾝｸﾞ

表面分析、
生体・有機材料

基板温度計測

DNA､ﾀﾝﾊﾟｸ質、SAM

金型、工具

表面モニタリング

ラジカルモニタリング

和歌山大

B社
C社

市工研/A社

Ａ社/C社/Ｄ社/Ｅ社

Ａ社/Ｃ社/Ｅ社/Ｆ社

名城大/Ｅ社

Ｇ社

Ａ社/Ｃ社/Ｈ社

Ａ社

和歌山大

和歌山大

Ｇ社

Ｊ社

Ｊ社

Ｉ
社PCT JP04/016920、特開2006-278748

特開2006-302652、特開2007-266099

特許3962420号、特開2006-004911
特開2006-272491、特開2006-278586
特開2006-315881、特開2006-315882
特開2007-070158、PCT JP06/300981
PCT JP06/036078、PCT JP06/302915
特願2006-201927

特開2007-257900、特願2005-210528、
特願2005-280738、特願2005-286430、
特願2005-286506、特願2006-230437
WO2007/034681、 PCT JP06/321995、
特願2008-006500

特開2007-314845

特開2007-116995

パテントマップ：堀プロジェクト 堀G
（ナノアセンブリングシステム開発）

Ａ
社
・Ｅ
社
・Ｄ
社

ﾌｨｰﾙﾄﾞｴﾐｯｼｮﾝ、FC、ﾅﾉﾃﾞﾊﾞｲｽ
特開2004-352599、特願2003-303484
特願2004-262946、特願2004-273082
特開2006-222020、特開2006-222026
特開2007-073715、PCT JP05/017000、
PCT JP05/017920、特開2007-096135
特開2007-096136、特開2007-095579
特開2005-285524、特開2007-095604
特開2006-272491、特開2007-165193
PCT JP06/319368、特願2006-201927
特願2006-244057、特願2007-078038
特願2007-079399

ナノテク・材料分野において、名古屋大学等で保有する

 
特許が、東海地域の広域で効果的に活用されることを目

 
指し、特許ポートフォリオ形成に豊富な経験を有する産

 
業技術総合研究所の支援を受けて特許ポートフォリオ形

 
成を行い、応用分野別に強い特許網の構築と活用を図

 
る。

知的クラスター創成事業における一研究グループのパテントマップ例

研究成果の実用化に向けては、研究開発面だけではなく、

 
知的財産面における高度なマネジメントが必要となる。即ち

 
研究成果としての特許だけではなく、当該研究者が過去に創

 
出した特許、大学内の類似分野の研究者の特許や他大学・

 
機関の研究者の特許まで含めて適切にマネジメントされる必

 
要 が存在する。
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産学官金連携の事例
研究成果の移転段階における役割とメリット

【金融機関職員を客員コーディネータとして連携】

＜メリット＞
・ビジネス負担の軽減
・新ビジネスの展開と大学の収入増
・訴訟リスクの回避

大 学

○○支店
Ａ行員

○○支店
Ｂ行員

コーディネータ
認定

大 学

○○銀行
Ｈ行員

出向

＜課題点＞
・コーディネータの咀嚼不十分によるミスマッチの発生。
・サービスとして拙速性を狙うため研究者に負担がかかることが

 
ある。

株式会社○○

【金融機関職員を大学へ出向させる取組】

研修の受講

ニーズ紹介

技術相談

○○支店
Ｃ行員

支店間

 

ネットワークの活用

＜メリット＞
・地域金融機関として既に張り巡らされた支店網の活用。
・金融機関側

 

：

 

ビジネスツールとしての活用
・研究機関側

 

：

 

金融機関を通じた新規連携先の開拓

山梨大学、山形大学、岩手大学などで実施

Ｈ職員

○○信用金庫

Ｘ 社

Ｙ 社営業活動

学内ベンチャー支援

出資判断等
△△信用金庫

大阪府立大学、立命館大学などで実施

○○銀行
××支店

＜課題点＞
・出向に付随する秘密保持や大学への損害発生時のリスク
・迎え入れる大学側の体制の整備（研修や出向時の評価手法）

中小企業群

中小企業群

ニーズ紹介

技術相談

10


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10

